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· 医療介護福祉保育職等の人材の円滑な確保を考える議員連盟 第17回総会に森田副会長が出席（保育三団体協議会）

[image: ]令和8年10月22日、「医療介護福祉保育職等の人材の円滑な確保を考える議員連盟 第17回総会」が開催され、保育三団体協議会として、本年度の幹事団体である日本保育協会の川鍋慎一常務理事と全国私立保育連盟の丸山純常務理事、本会の森田信司副会長が出席しました。
冒頭、田村憲久議連会長から「人材不足の中、公的機関であるハローワークを中心に、それぞれの民間団体とも協力しながら、アウトリーチ型のアプローチによって様々な人材紹介の取り組みを進めていることを報告したい」との発言がされました。あいさつをする田村憲久議連会長（写真中央）

厚生労働省の説明では、全ハローワーク（全国544か所）の最重点事項として、医療機関・介護施設・保育所へのアウトリーチによる求人充足支援の取り組みを実施したことの成果について報告がありました。特定の分野を対象とした取り組みを全ハローワークの最重点事項とするのは初の試みであるとのことです。
全国のハローワークは令和8年度から、「求人充足支援の強化」として、医療・福祉分野の専門知識を持ったハローワーク職員の事業所訪問による求人票への書き方アドバイス、事業所希望に応じたツアー型面接や就職面接会の随時開催、求職者への急募求人の優先的な情報提供、そのほかにもハローワークインターネットサービスの利便性向上による改善、公的な無料職業紹介機関（福祉人材センターや保育士・保育所支援センターなど）との連携などの取り組みを行っており、これらの重点的な取り組みにより、令和8年6月からの就職件数の前年度比が増加に転じたとのことでした。引き続き、令和9年度予算の確保を含めて各種取り組みの強化を図っていくとの報告がありました。
保育三団体としては、今年度幹事団体である日本保育協会の川鍋常務理事より、保育現場における人材確保へ関する課題を発言しました。[image: ]出席していた議員からは「まだまだ民間事業者による高額な紹介手数料を払っている実態があることから、引き続き公的な職業紹介機関を強化していく必要がある」「外国人材の出身国によっては、身内のネットワークを大事にすることから、仲間のひとりが仕事を辞めて転居をすると、その仲間全員が同じように辞めて転居するケースがある。そうした流動性のある人材をどのように活用していくのかが課題」「養成校がどんどん減少しているなか、将来の人材確保として養成機関に対する支援も行っていく必要がある」との発言がされました。各団体の発言を聞く森田信司副会長（写真中央）

最後に田村会長から、「人材不足は避けられようのない課題であり、これは医療・介護・保育分野に限らない。その中でも、外国人材等もうまく活用しながら、将来の人材をどう確保していくのかが重要である」と発言をし、閉会しました。

また、本議連の開催前日（10月21日）、全保協では、厚生労働省職業安定局の宮本局長、宇野大臣官房審議官、高島需給調整事業課長、仙田人材確保支援企画室長と意見交換を行いました。
保育現場からの意見として、ハローワークの検索が上位にあがってこないことや、ハローワークよりも民間業者の利用率が高いことからハローワークのシステムの操作や検索のしやすさを求めるとともに、養成校や学生に対するアプローチの強化を求めました。さらに、求人者だけではなく求人を出している事業者にとっても使いやすいツールの開発や保育所・保育士支援センターとの連携をしっかりとしていただきたいことを伝えました。
職業安定局からは「検索エンジンの最適化対策に着手をするとともに、令和9年度以降になるが、求人提出機能の簡素化にむけて改修も検討している。また、民間紹介事業者を利用する求職者が多いのは、スマートフォンでの操作のしやすさだと思うので、システムの改修等に取り組んでいく必要があると思っている。引き続き、現場の声を聞きながら、さまざまなところと協力しながら取り組んでまいりたい」などの発言がされました。

◆ 【事務連絡】「インターネットに接続されたカメラ等の安全な利用について（再周知）」が発出されました（こども家庭庁）
　
令和8年10月22日、こども家庭庁より事務連絡「インターネットに接続されたカメラ等の安全な利用について（再周知）」が発出されました。
「インターネットに接続されたカメラ等の安全な利用について」は、令和7年11月5日にも事務連絡が発出されていますが、保育所等と思われる施設に設置されたネットワークカメラの映像への不正アクセス事案について情報提供があったことをふまえ、保育所等において防犯カメラを設置する際の留意点をあらためてご確認いただくために再度周知されています。
インターネットに接続されたカメラ等の安全な利用にあたっては、当時発出された事務連絡「（別添）251105【事務連絡】インターネットに接続されたカメラ等の安全な利用について」に掲載されている「別添『ネットワークカメラシステムにおける情報セキュリティ対策要件チェックリスト』」をご参照いただき、インターネットに接続するシステム等の情報セキュリティの向上に努めていただくようお願いいたします。
詳細は別添をご確認ください。
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